
別紙1

1.　継続事業の前提に関する注記

2.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）引当金の計上基準

3.　重要な会計方針の変更

4.　法人で採用する退職給付制度

5.　法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

6.　基本財産の増減の内容及び金額

　　　ウ　神楽岡拠点（社会福祉事業）

　　　　　・神楽岡保育園

　　　エ　東光拠点（社会福祉事業）

　　　　　・東光乳児保育園

（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　　ア　本部拠点（社会福祉事業）

　　　　　・本部

　　　イ　啓明拠点（社会福祉事業）

　　　　　・旭川啓明保育園

一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職共済制度によっている。

（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）

　　北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職年金事業に加入している職員に係る納付掛金額のうち、

　　法人の負担額に相当する金額を計上している。

・賞与引当金：3，813，000円

　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上している。

計算書類に対する注記（法人全体用）

該当なし

該当なし

有形固定資産：定額法

・退職給付引当金：北海道民間社会福祉事業職員共済会引当金計上分：34，030，470円

該当なし

退職共済制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）

　　 当法人では社会福祉事業のみを実施のため、上記様式を省略している。

（５）収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

（４）公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　　 当法人では公益事業を実施していないため、作成していない。

　　 当法人では収益事業を実施していないため、作成していない。
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基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

7.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

8.　担保に供している資産

土地（基本財産）

建物（基本財産）

土地（基本財産）

建物（基本財産）

9.　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

10.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

7,056,000

152,146,262

159,202,262計

7,984,000

138,689,535

計

57,950,000

計 57,950,000

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）

建物（基本財産） 364,114,145 72,146,345 291,967,800

構築物 3,486,460 3,386,871 99,589
建物 124,207,305 36,065,353 88,141,952

1,724,958 2
機械及び装置 2,432,790 2,432,784 6

26,900,000

○神楽岡保育園

計 146,673,535

建物 300,080,827 0 8,113,027 291,967,800
定期預金 1,000,000 0 0 1,000,000

8,113,027 319,867,800

基本財産の種類

担保に供されている資産は以下のとおりである。

該当なし

○旭川啓明保育園

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

○神楽岡保育園

器具および備品 16,082,540 13,642,859 2,439,681
車両運搬具 1,724,960

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

○旭川啓明保育園

57,950,000

57,950,000

合計 512,048,200 129,399,170 382,649,030

投資有価証券 0 0 0 0
合計 327,980,827 0

土地 26,900,000 0 0
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

（単位：円）
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債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

11.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

12.　関連当事者との取引の内容

13.　重要な偶発債務

14.　重要な後発事象

15.　合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

16.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

0 0
未収金

該当なし

該当なし

事業未収金 21,862,862 0 21,862,862

0
0 0 0

該当なし

該当なし

該当なし

0
受取手形

該当なし

合計 21,862,862 0 21,862,862

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

徴収不能引当金 0 0
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別紙2

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）引当金の計上基準

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

7.　担保に供している資産

8.　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

該当なし

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

該当なし

計算書類に対する注記（本部拠点区分用）

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

該当なし

該当なし

投資有価証券 0 0 0 0
合計 1,000,000 0 0 1,000,000

(1)本部拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

(2)拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）は省略している。

(3)拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

定期預金 1,000,000 0 0

土地 0 0 0 0

1,000,000
建物 0 0 0 0
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（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

債権の当期末残高

徴収不能引当金 0 0 0

0
受取手形 0 0 0
未収金 0 0
事業未収金

該当なし

該当なし

合計 879,473 0 879,473

（単位：円）

879,473 0 879,473
債権額 徴収不能引当金の当期末残高
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別紙2

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）引当金の計上基準

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

7.　担保に供している資産

投資有価証券 0 0 0 0
合計

定期預金 0 0 0 0
建物 155,823,849 0 3,677,587 152,146,262

　　北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職年金事業に加入している職員に係る納付掛金額のうち、

　拠点の負担額に相当する金額を計上している。

・賞与引当金：1，724，000円

　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上している。

一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職共済制度によっている。

(2)拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）は省略している。

該当なし

計算書類に対する注記（啓明拠点区分用）

該当なし

有形固定資産：定額法

・退職給付引当金：北海道民間社会福祉事業職員共済会引当金計上分：17，927，910円

該当なし

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

162,879,849 0 3,677,587 159,202,262

(1)啓明拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(3)拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

土地 7,056,000 0 0 7,056,000
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土地（基本財産）

建物（基本財産）

8.　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

事業未収金 10,022,848 0 10,022,848

7,056,000

152,146,262

159,202,262計

57,950,000

57,950,000計

設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む）

建物（基本財産） 167,163,075 15,016,813 152,146,262

479,999 1

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

器具および備品 2,383,840 2,050,176
合計

0 0 0
未収金 0 0 0

構築物 1,228,500 1,228,499 1
建物 54,621,025 15,836,926 38,784,099

689,170 689,169 1

該当なし

該当なし

合計 10,022,848 0 10,022,848

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

徴収不能引当金 0 0 0
受取手形

226,565,610 35,301,582 191,264,028

担保に供されている資産は以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

333,664
車両運搬具
機械及び装置 480,000
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別紙2

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）引当金の計上基準

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

7.　担保に供している資産

7,984,000

0 0 0 0

建物 142,041,854 0 3,352,319 138,689,535

賞与引当金：1，550，000円
職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上している。

一般社団法人　北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職共済制度によっている。

(2)拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）は省略している。

(3)拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

定期預金

該当なし

合計 150,025,854 0 3,352,319

計算書類に対する注記（神楽岡拠点区分用）

該当なし

有形固定資産：定額法

退職給付引当金：北海道民間社会福祉事業職員共済会引当金計上分：11，597，100円

退職給付制度は、独立行政法人　福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

　北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職年金事業に加入している職員に係る納付金額のうち、

拠点の負担額に相当する金額を計上している。

該当なし

投資有価証券 0 0 0 0

(1)神楽岡拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 7,984,000 0 0

146,673,535

担保に供されている資産は、以下のとおりである。

　土地（基本財産）　　 　7，984，000円

　建物（基本財産）　  138，689，535円
　　　　　　　　     　　　146，673，535円
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8.　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

20,228,427 49,357,853

1,035,789 1
構築物

器具および備品 8,096,362 7,215,754

231,258,092 42,230,509 189,027,583

債権の当期末残高

徴収不能引当金 0 0 0

担保している債務の種類及び金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）　　　 　57，950，000円

　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　57，950，000円

0

事業未収金 7,776,080 0 7,776,080

0

建物（基本財産） 152,378,170 13,688,635 138,689,535

建物 69,586,280

該当なし

該当なし

合計 7,776,080 0 7,776,080

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高

該当なし

受取手形 0 0 0

未収金 0

（単位：円）

取得価額

161,490 61,904 99,586
車両運搬具 1,035,790

減価償却累計額 当期末残高

880,608

合計
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別紙2

1.　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）引当金の計上基準

2.　重要な会計方針の変更

3.　採用する退職給付制度

4.　拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

5.　基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

6.　基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩

7.　担保に供している資産

8.　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

計算書類に対する注記（東光拠点区分用）

該当なし

有形固定資産：定額法

・退職給付引当金：北海道民間社会福祉事業職員共済会引当金計上分：4，505，460円

該当なし

退職給付制度は、独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び

0
合計 14,075,124 0 1,083,121 12,992,003

(1)東光拠点計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

(3)拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

土地 11,860,000 0 0

該当なし

該当なし

　　北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職年金事業に加入している職員に係る納付掛金額のうち、

　拠点の負担額に相当する金額を計上している。

・賞与引当金：539，000円

　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属する額を計上している。

一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会の退職共済制度によっている。

(2)拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）は省略している。

11,860,000

定期預金 0 0 0 0
建物 2,215,124 0 1,083,121 1,132,003

投資有価証券 0 0 0
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（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

9.　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

10.　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11.　重要な後発事象

12.　その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を
明らかにするために必要な事項

合計 54,224,498 51,867,079 2,357,419

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

1,952,790 1,952,785 5
構築物 2,096,470 2,096,468 2

該当なし

該当なし

合計 3,184,461 0 3,184,461

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

徴収不能引当金 0 0 0
受取手形

器具および備品 5,602,338 4,376,929 1,225,409
機械及び装置

建物（基本財産） 44,572,900 43,440,897 1,132,003

事業未収金 3,184,461 0 3,184,461

0 0 0
未収金 0 0 0
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